
特集新技術の導入・普及の促進

1.　はじめに

我が国では，生産年齢人口の減少が確実に進行
している中，建設業界においても生産性向上と魅
力ある建設現場を目指して i-Construction が始
まり，今年で丸 5 年が経過した。

国土交通省では，i-Construction の取り組みに
おいて 3 次元モデルを活用した社会資本の整備を
行い，一連の建設生産システムの効率化・高度化
を 図 る こ と を 目 的 と し て CIM（ Construction 
Information Modeling，Management）の導入を
進めてきた。その一方，国際的な BIM（Building 
Information Modeling）の動向等は近年顕著な進
展をみせており，土木分野での国際標準化の流れ
を踏まえ，Society 5.0 における新たな社会資本
整備を見据えた 3 次元データを基軸とする建設生
産・管理システムを実現するため，BIM/CIM

（Building/Construction Information Modeling, 
Management）という概念において産官学一体と
なって再構築し，BIM/CIM を推進している。

また，昨今のコロナ禍により求められる多様な
働き方に対応するため，移動の最小限化やテレワ
ークの導入など，より一層建設現場における生産
性向上を図る取り組みが求められる状況となって
いる。

2.　‌‌建設現場の生産性を飛躍的に向上する‌
ための革新的技術の導入・活用に関す‌
るプロジェクト

本プロジェクトは，『官民研究開発投資拡大プロ
グラム（Public/Private R&D Investment Strategic 
Expansion PrograM）：通称 PRISM』に基づく内
閣府の予算制度を活用して国土交通省が推進する
取り組みであり，建設現場の飛躍的な生産性向上
を目指し，第 5 世代移動通信システム（以下，

「5 G 通信」という）等を活用して施工の労働生
産性の向上を図ることを目的としている。

3.　プロジェクトの概要

今回の対象技術は，5 G 通信等を活用した施工
の労働生産性の向上が目的として示されており，
建設機械等の遠隔操縦の効率向上を図る技術の提
案が求められている。

履行場所は，一般国道 2 号安芸バイパスと太田
川放水路河川敷の 2 カ所となる。

対象工事の概要は，以下のとおりとなる。
工 事 名：安芸バイパス寺分地区第 3 改良工事
発注機関：国土交通省 中国地方整備局

　　　　広島国道事務所
工期：令和 2 年 4 月 1 日〜令和 3 年 3 月 31 日

5 G を活用した複数建設機械の遠隔操縦
〜安芸バイパス寺分地区第 3改良工事〜
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4.　プロジェクトの内容

⑴　複数の建設機械を操縦できる遠隔操縦装置の
開発・導入
汎用的な建設機械（バックホウ・ブルドーザ・

振動ローラ）に「後付」の遠隔操縦装置を装着し，
複数の異なる建設機械を異なる遠隔操縦システム
で統合制御することを可能としたマルチコックピ
ットを開発・導入した（写真－ 1）。

遠隔施工については，施工現場と約 3 km 離れ
た場所に設置したマルチコックピットから，無人
の遠隔 ICT 建機を稼働させた。このマルチコッ
クピットは，1 台で 3 機の遠隔 ICT 建機（バッ
クホウ・ブルドーザ・振動ローラ）を切り替えて
稼働させることが可能である（写真－ 2，3）。

また，遠隔 ICT 建機にアクションカメラや俯瞰
カメラを取り付け，そのリアルタイム映像をオペ
レータ目線としてマルチコックピットへ伝送した。

通信システムには，5 G 通信の公衆通信回線網
（以下，「公衆網」という）を活用した。5 G 通信
の受信可能エリア外では，第 4 世代移動通信シス
テム（LTE-Advanced）（以下，「4 G 通信」とい
う）の公衆網および高速無線通信（以下，「ロー
カル Wi-Fi」という）を活用した（写真－ 4，5）。

⑵　遠隔操縦オペレータに対する高品質な映像提供
と拡張現実感（AR技術）等を利用した操作支援
無視界における遠隔操縦の操作性向上を目的と

した空間認識機能の補充として，2 種類の AR 映
像と聴覚情報を現場の再現情報としてマルチコッ
クピットへ伝送し，オペレータに提供した。
①　現況の周辺地盤情報

3 D センサを遠隔 ICT 建機の運転席上部に設
置し，周辺地盤情報を取得することで，オペレー
タ視点のリアルタイム映像に 3 D データ（XY 平
面グリッド・傾斜・凹凸部・機械の姿勢）をオー
バーレイ表示し，視認性と空間認識機能を補充し
た（写真－ 6）。

写真－ 1　マルチコックピット

写真－ 2　遠隔 ICT建機

写真－ 3　建設機械の切替画面

写真－ 4　5 Gルータ

写真－ 5　ローカルWi-Fi基地局
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②　設計データの融合表示
『高精度屋外 AR システム（Trimble Site Vision）』

を 3 D センサと同じく運転席上部に設置し活用
することで，マルチコックピットのリアルタイム
映像に 3 次元設計データを透過表示し，設計デー
タを「視える化」することで完成形のイメージを
具現化した（写真－ 7）。

このイメージの具現化は，搭乗操縦では実現し
ていない技術となるため，遠隔操縦の場合のみ実
現可能な操作支援となる。
③　聴覚情報による操作支援

視覚情報のみでなく聴覚情報もオペレータに情
報提供することで，施工現場をよりリアルに再現
し，オペレータの疲労軽減を目的とした操作支援
をした。

⑶　働き方改革を実現するための重機の長距離遠
隔操縦
5 G 通信の公衆網と認証回線を活用した通信に

より，一般回線でありながら通信の安定性と接続
の安全性を担保した長距離遠隔操縦を実現した。

5 G 通信は，高速大容量通信・低遅延・多数同
時接続の三つの特徴を持つ通信技術であり，遠隔

操縦を行うために理想的な通信システムとなる。
ただし，5 G 通信の受信エリアは現在拡大途上で
あり，今後とも施工現場や災害復旧現場などでは
受信エリア外の可能性がある。

そのため，本プロジェクトでは，4 G 通信の公
衆網およびローカル Wi-Fi においても，映像情
報等の最適化と必要な情報データの選定を行うこ
とで，あらゆる通信規格での長距離遠隔操縦を実
現した。

5.　技術の活用効果

⑴　作業時間および作業人員の縮減
本プロジェクトでは，盛土作業における一連の

機械土工（土砂の敷き均し〜転圧〜法面整形）の
作業において，従来どおりのオペレータ 3 名によ
る搭乗施工とマルチコックピットを使用したオペ
レータ 1 名による遠隔施工の比較を行った。

比較対象作業は，所定土量の「掘削」⇒「敷き
均し」⇒「転圧」の繰り返し作業とした。

比較は，従来の「搭乗施工（3 名）」の組み合
わせを基準として行った。その結果，遠隔施工で
は，施工そのものについては 1 割程度の施工効率
の低下がみられるものの，待機時間と乗り換えに
要する時間的ロスを考慮すると，6 割程度の作業
時間および作業人員の縮減効果が得られるという
結果となった（表－ 1）。

⑵　安全性の確保
遠隔施工における施工の安全確保は，技術の普

及を考える場合に大変重要となる。そのため，本
プロジェクトでは遠隔施工のエリアを設定し，検
証を行った。

実証エリアにおける通信網羅性を，面積占有率
と建設機械の所定動作で検証した。本プロジェク
トにおける遠隔操縦で必要な伝送量は 10 Mbps
以上であり，エリア内の 10 Mbps 以上の面積占
有率は 100% であるため，安全性の確保ができた
といえる（図－ 1）。

写真－ 6　AR映像（現況地盤，機械の姿勢）

写真－ 7　AR映像（3次元設計データ）
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なお，万が一の通信トラブルが発生した場合に
備え，非常停止システムを設定し，建設機械の暴
走を防いだ。

⑶　施工品質の確保・向上および施工管理の効率
化・高度化
遠隔操縦装置を取り付ける建設機械に ICT 建機

を使用することで，搭乗施工と同等の施工品質を
確保することができた。施工品質の比較は『空中
写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領

（土工編）（案）令和 2 年 3 月』に基づき，法面整
形部分をヒートマップで確認する手法を採用した。

ヒートマップにおける法面のばらつきが施工品
質の指標となるため，この数値を比較したとこ
ろ，遠隔操縦において搭乗操縦と同等の施工品質
が確保できていることが確認できた（図－ 2，3）。

施工管理についても ICT 建機を遠隔施工に使
用することで，搭乗施工と同等の施工品質が確保
できることから，通常の建設機械を使用していた
従来の遠隔操縦と比較すると，著しい施工管理の
効率化と高度化をもたらすことが確認できた。

6.　技術の課題

⑴　マルチコックピットシステムの構築
既存の異なる仕様の遠隔操縦装置を活用し，マ

ルチコックピットシステムとして統合したが，今
後は設計仕様（パトランプの点灯・非常停止・シ
ステム遮断・初期状態などのルール）の統一化を

表－ 1　作業時間（作業人員）の比較表

施工形態 作業区分
バックホウ
（sec）

ブルドーザ
（sec）

振動ローラ
（sec）

待機乗換
（sec）

総合計 縮減人員
縮減率
（%）1.8 m3 当たり

（sec）
100 m3 当たり
（人日）

100 m3 当たり
（人日）

搭乗施工
（3名）

施工
待機
乗換

145
310
0

77
380
0

235
222
0

―
912
0

1,369 26.41 0.00 100.00%

搭乗施工
（1名）

施工
待機
乗換

145
0
120

77
0

120

235
0

120

―
0

360
817 15.76 -10.65 -40.32%

遠隔施工
（1名）

施工
待機
乗換

181
0
7

86
0
7

247
0
7

―
0
21

535 10.32 -16.09 -60.92%

（1.8 m3 当たり）

実
証
範
囲
の
幅
（m）

延長（m）

上りのデータ転送量（Mbps）

図－ 1　  実験エリア内の上りスループット（単位 
時間当たり伝送量）分布図

遠隔施工範囲

遠隔施工

図－ 2　  搭乗施工＋遠隔施工における法面工 
の出来形管理

遠隔施工範囲

遠隔施工

図－ 3　遠隔施工における法面工の出来形管理

46 建設マネジメント技術　　2021 年 11 月号

建マネ2111_05_特集_7_三_cc17.indd   46 2021/11/04   16:00



特集新技術の導入・普及の促進新技術の導入・普及の促進

行うための制度構築が求められる。

⑵　通信規格の選定
建設機械の遠隔操縦のシステム構築は，仕様が

決定すれば工場での製作・設定が可能であるが，
通信規格の選定には，通信状況の把握を現地で行
う必要があり，現場調査の体制が大変重要とな
る。この体制には導入・カスタマイズ・メンテナ
ンスの各分野の技術が必要となるため，これが遠
隔操縦施工実現のカギとなる。

⑶　技術の導入
実際に現場で遠隔操縦を運用するためには，導

入コストをできるだけ削減することも重要なテー
マとなる。そのため，遠隔操縦システムには，既
存の建設機械本体および遠隔操縦装置を選定し
た。通信システムには，法令上の手続きが不要な
器材を選定してシステム構築を行った。

マルチコックピットは，今回唯一の開発対象と
なる。使用する器材は，全て入手が容易でリース
可能な構成としてシステム開発を行った。

将来的に遠隔操縦技術をさらに普及させるため
には，システム構築の制度を整えることがコスト
削減の第一歩になると感じた。

また，遠隔操縦の運用における ICT 技術の活
用は，施工精度と効率化の面で恩恵が絶大である
ため，必須事項とするべきではないかと考える。

7.　おわりに

遠隔操縦は，既に多くの現場で実績があり，特
に二次災害が懸念される災害復旧現場などで活用
されている。本プロジェクトでは，そのような現
場だけでなく，通常の土木工事などで活用可能な
遠隔操縦装置の実用化検討を行った。

従来の遠隔操縦は，1 台の操縦装置で 1 機の建
設機械を操縦するのが一般的であり，建設機械は
遠隔操縦専用機となり，遠隔操縦中は搭乗操作で
きない場合が多い。また，直接目視できない長距

離遠隔操縦の場合には，操縦画面内の奥行きが把
握しづらく，操作性の低下につながっている。

本プロジェクトでは，盛土作業における「一連
の機械土工」という条件ではあるが，マルチコッ
クピットと ICT 建機および各種操作支援を組み
合わせることにより，遠隔操縦が搭乗操縦より作
業効率が向上する結果となった。

遠隔操縦の環境要件として，特に重要なのが通
信環境となる。5 G 通信は，遠隔操縦に適した移
動通信システムとなるが，通信事業者の整備はま
だ十分整っていないのが現状である。公衆網の受
信エリアの有無を問わず，「どのような通信環境
下」においても現場に即した通信規格を最大限活
用し，組み合わせを最適化することで，あらゆる
場所における遠隔施工の実現を可能とした。この
ことは，新たな働き方を創出することにつながる。

そこで，本プロジェクトでは，現場（コンテナ
ハウス）・オフィス（店舗ショールーム）・自宅（マ
ンション）にマルチコックピットを設置し，通信
環境に応じたシステム構築を行い，遠隔操縦で建
設機械を稼働させることを実現した。

今回のシステム構築では，いずれの通信規格環
境であっても特別な法令上の手続きは必要ないた
め，誰でもシステム構築できるメリットがある。
また，通信事業者以外に認められているローカル
5 G のように，免許制度や設備を必要としないこ
とも特徴となる。

将来的には，遠隔操縦が多く活用されている災
害復旧の現場などでも迅速に対応できるほか，本
プロジェクトで行った通常工事での活用も視野に
入れることで，魅力ある建設業界を構築する一助
になればと考える。
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